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は じ め に 

地方公共団体の会計は「現金収支、単式簿記」を特徴としているため，決算書からは各

団体が持っている資産（建物・公園・道路等）の状況や、これらを形成するために借り入

れた負債の状況などを把握することはできません。 

このため，大子町では平成１２年度決算から，現金収支を伴わないコストが見える「発

生主義、複式簿記」を特徴とした企業会計的手法を導入しています。また，平成２０年度

から平成２７年度までは公会計改革の推進に伴い，国の示す「総務省方式改訂モデル」に

よる【普通会計財務書類４表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金

収支計算書）】，水道会計などの特別会計及び大子町振興公社、大子おやき学校を加えた

【連結財務書類４表】を作成，公表してきました。 

こうした地方公会計の整備（財務書類の作成，公表）は全国的に進められてきましたが，

団体間の比較可能性の確保の観点から，平成２６年度に総務省より「統一的な基準」が示

され，全ての地方公共団体を対象に作成基準を統一することとなりました。大子町では，

平成２８年度分の決算からこの基準に基づいて財務書類を作成，公表します。 

 

「総務省方式改訂モデル」からの主な変更点 

●固定資産台帳の整備が前提 

●勘定科目の見直し（有形固定資産について行政目的別（生活インフラ・国土保全，教

育等）から性質別（土地，建物等）の表示に変更等） 

●これまで決算統計データから取得原価を推計（売買可能資産は時価）することとして

いたが，原則として取得原価で評価することに 

●有形固定資産等の分類について，有形固定資産・売却可能資産から事業用資産・イン

フラ資産・物品の区分に（売却可能資産は注記対応） 

●決算統計の区分に応じた耐用年数から，原則として「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令」の種類の区分に基づく耐用年数に変更 

 

財務書類（財務４表）とは？ 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

この４つの表から構成されています。表ごとの関連については，P39の総括をご覧く

ださい。 
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一般会計等・全体会計財務書類作成について 

●対象となる会計の範囲 

【一般会計等・全体会計 会計単位一覧（平成 28年度）】 

 

会計名称 

全

体

会

計 

一般会計等 一般会計 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計  

介護保険特別会計 

介護サービス事業特別会計  

浄化槽整備事業特別会計 

水道事業会計（地方公営企業法適用） 

 

●資産計上の判断基準 

建物・工作物・・・単位あたり 60万円基準 

（税法における「資本的支出と修繕費」の区分基準を採用） 

物品・・・・・・・単位あたり 50万円基準 (重要物品) 

 

●連結処理について 

一般会計等の 1会計、全体会計の 6会計を合算した後、各会計間で行われた資金の繰出

し、繰入れ、出資等の内部取引を相殺消去しています。 

 

連結会計財務書類作成について 

●対象となる会計の範囲 

 連結対象法人等の決定に際し、以下について考慮しています。 

① 一部事務組合・広域連合については統一的な基準においては報告主体として組合

自らが財務書類を作成することとなっており、連結対象となる一部事務組合等より報

告を受けた財務書類にて連結を行っています。 

② 第三セクター等は、基本的に出資比率が 50%超の場合を連結対象としていますが、

50％以下の場合は実質的主導的立場にあるかどうかによって、連結の対象とするか

どうかを慎重に検討しています。 
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以上の検討の結果、全体会計以外の連結対象団体・法人を以下のとおりとしています。 

【連結対象団体・法人（平成 28年度）】 

  

名      称 

平成 28 年度 

比例連結割合 

（出資割合） 

備考 

 

連 

 

結 

 

会 

 

計 

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合 

茨城県市町村総合事務組合 
一般会計等 2.11% 

特別会計 3.91% 
比例連結 

茨城県後期高齢者医療広域連合 0.95% 比例連結 

茨城租税債権管理機構 0.83% 比例連結 

茨城北農業共済事務組合 9.63% 比例連結 

第
三
セ
ク
タ
ー
等 

大子町振興公社 
100.00% 

（100.00%） 
全部連結 

大子おやき学校 
100.00% 

（79.14%） 
全部連結 

●個別財務書類の作成 

連結対象団体から決算資料等を入手し、財務書類作成に必要な情報を収集しました。そ

の上で当年度の個別の財務書類を一般会計等に準じて作成しています。 

 

●純計処理と内部取引相殺 

連結団体グループの単純合算と債権債務、内部取引高の消去を行っています。 

 



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 38,817,408 ※ 固定負債 12,526,464

有形固定資産 35,540,244 地方債 9,217,824
事業用資産 16,285,593 ※ 長期未払金 0

土地 4,734,490 退職手当引当金 3,301,599
立木竹 156,382 損失補償等引当金 1,549
建物 28,420,972 その他 5,492
建物減価償却累計額 △ 17,650,905 流動負債 997,416
工作物 1,957,813 1年内償還予定地方債 840,770
工作物減価償却累計額 △ 1,413,152 未払金 0
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 122,760
航空機 0 預り金 33,886
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 13,523,880
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 79,994 固定資産等形成分 40,512,253

インフラ資産 18,933,780 ※ 余剰分（不足分） △ 12,885,450
土地 539,632
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 35,149,854
工作物減価償却累計額 △ 16,821,023
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 65,316

物品 1,614,641
物品減価償却累計額 △ 1,293,770

無形固定資産 958
ソフトウェア 958
その他 0

投資その他の資産 3,276,206 ※

投資及び出資金 1,110,234
有価証券 5,000
出資金 1,103,062
その他 2,172

投資損失引当金 △ 16,339
長期延滞債権 93,879
長期貸付金 23,672
基金 2,077,633

減債基金 1,282,266
その他 795,367

その他 0
徴収不能引当金 △ 12,872

流動資産 2,333,275 ※

現金預金 605,986
未収金 36,867
短期貸付金 7,692
基金 1,687,153

財政調整基金 1,687,153
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 △ 4,422 27,626,803

41,150,683 41,150,683

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

－４－



（単位：千円）

経常費用 8,689,937
業務費用 5,944,472

人件費 1,847,961
職員給与費 1,640,190
賞与等引当金繰入額 122,760
退職手当引当金繰入額 △ 191,674
その他 276,685

物件費等 3,978,053
物件費 2,126,504
維持補修費 374,543
減価償却費 1,461,884
その他 15,122

その他の業務費用 118,458
支払利息 68,515
徴収不能引当金繰入額 12,872
その他 37,071

移転費用 2,745,465
補助金等 934,961
社会保障給付 1,002,674
他会計への繰出金 802,736
その他 5,094

経常収益 651,105
使用料及び手数料 462,798
その他 188,307

純経常行政コスト △ 8,038,832
臨時損失 27,553 ※

災害復旧事業費 23,869
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 1,775
損失補償等引当金繰入額 1,549
その他 359

臨時利益 4,675
資産売却益 4,675
その他 -

純行政コスト △ 8,061,711 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額

－５－



（単位：千円）

前年度末純資産残高 28,042,033 40,857,382 △ 12,815,349

純行政コスト（△） △ 8,061,711 △ 8,061,711

財源 7,672,546 7,672,546

税収等 6,042,365 6,042,365

国県等補助金 1,630,181 1,630,181

本年度差額 △ 389,164 ※ △ 389,164 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 319,063 319,063

有形固定資産等の増加 939,435 △ 939,435

有形固定資産等の減少 △ 1,461,977 1,461,977

貸付金・基金等の増加 352,425 △ 352,425

貸付金・基金等の減少 △ 148,946 148,946

資産評価差額 △ 38,035 △ 38,035

無償所管換等 11,969 11,969

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 415,230 △ 345,129 △ 70,101

本年度末純資産残高 27,626,803 40,512,253 △ 12,885,450

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

－６－



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 7,400,295

業務費用支出 4,654,830
人件費支出 2,036,098
物件費等支出 2,516,169
支払利息支出 68,515
その他の支出 34,048

移転費用支出 2,745,465
補助金等支出 934,961
社会保障給付支出 1,002,674
他会計への繰出支出 802,736
その他の支出 5,094

業務収入 7,827,319 ※

税収等収入 6,036,553
国県等補助金収入 1,142,864
使用料及び手数料収入 462,415
その他の収入 185,488

臨時支出 23,869
災害復旧事業費支出 23,869
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 403,155
【投資活動収支】

投資活動支出 1,264,335 ※

公共施設等整備費支出 932,845
基金積立金支出 307,825
投資及び出資金支出 12,864
貸付金支出 10,800
その他の支出 -

投資活動収入 634,975 ※

国県等補助金収入 487,318
基金取崩収入 125,750
貸付金元金回収収入 17,140
資産売却収入 4,768
その他の収入 -

投資活動収支 △ 629,359 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 814,488

地方債償還支出 813,390
その他の支出 1,098

財務活動収入 915,866
地方債発行収入 915,866
その他の収入 -

財務活動収支 101,378
△ 124,827 ※

696,926
572,099

前年度末歳計外現金残高 25,210
本年度歳計外現金増減額 8,676
本年度末歳計外現金残高 33,886
本年度末現金預金残高 605,986 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

－７－
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１．貸借対照表 

（１）貸借対照表とは 

貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を 

明らかにするものです。年度末時点において、将来世代に引き継ぐ資産がどれだけあり、 

将来世代が負担する負債がどれだけあるかが分かり、資産と負債の差額として純資産を認 

識します。純資産は、これまでの世代がすでに負担した分であり、世代間の負担の構成が 

分かります。 

       資産の部は固定資産と流動資産に大別され、固定資産には事業用資産とインフラ資産が 

含まれます。インフラ資産は将来的な経済的便益は発生しませんがサービス提供能力を有 

する資産であるとされ、代替利用や移動・処分に際し制約を受けるか否かという基準で事 

業用資産と区別されています。 

     建物や設備などは、経年劣化及び使用の対価として減価償却費が発生し、取得価額から 

償却累計額を控除した帳簿価額は毎年低下してゆき、耐用年数を経過した時点で0(1円) 

となります。 

負債は公債等の他、退職手当引当金や賞与引当金といった将来に支払いの義務が生じる 

もののうち当年度末における見積金額が含まれています。 

     純資産は資産と負債の差額で表示されます。統一的な基準においては、純資産の内訳と 

して固定資産等形成分と余剰分（不足分）、連結会計においてはさらに他団体出資等分に分 

かれます。 

 

 平成２８年度貸借対照表の概要 

【資産】４１１億５千１百万円（前年度比 ４億８５百万円 減） 

【負債】１３５億２千４百万円（前年度比    ７千万円 減） 

資産から負債を差し引いた純資産は２７６億２７百万円となり，前年度と比較して４億

１千５百万円減少しています。 

投資その他の資産は主に大子町庁舎建設基金の増加により 269 百万円増加となりまし

たが，有形固定資産は資産の取得に比し減価償却による価値の減少分が多かったため、事業

用資産が▲130百万円の減少、インフラ資産が▲427百万円減少しました。 

 

（２）貸借対照表を活用した財務分析 

 

      ★純資産比率 ６７．１％ 

…将来世代に引き継ぐ資産のうち、資産と負債の差額である純資

産、つまり過去の世代及び現役世代の負担がどれだけの割合であ

るかを示します。 

純資産合計 

資産合計 
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      ★将来世代負担比率 ２８．６％ 

…社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割

合（公共資産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社

会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することがで

きます。 

 

 

      ★有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） ５５．４％ 

…有形固定資産について、一定の耐用年数により減価償却を行っ

た結果として資産の取得からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができる指標で、100%に近いほど老朽化の程

度が高いということになります。人口構造の変化により公共施設

等の利用需要が変化していく事が予想されるなかで、安定的な税

収の確保が困難となる可能性を考慮しつつ、中長期的な視点のも

とに、公共施設等の最適な配置（選択と集中）を実現することが

求められています。同時に、新規投資と更新投資のバランスを重

視しつつ、資金の確保と更新時期を把握することで計画的に財政

負担を軽減・平準化することが、安定的な行政経営に不可欠であ

ると考えられます。 

 

★歳入額対資産比率 ４．０８年 

…これまでに形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に

相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ること

ができます。 

 

 

★町民一人当たりの貸借対照表 

（単位：千円） 

借  方 貸  方 

【資産】      ２，２６５ 【負債】        ７４５ 

 【純資産】     １，５２０ 

資産合計     ２，２６５ 負債・純資産合計 ２，２６５ 

                      （平成２９年１月１日現在の住民基本台帳人口：１８，１６５人） 

 

      

地方債合計 

公共資産（事業用資産

＋インフラ資産） 

有形固定資産の 

減価償却累計額 

取得価額等 

資産合計 

歳入合計 



- 10 - 

人件費 

1,848百万円 

21% 

物件費等 

3,978百万円 

46% 

移転費用 

2,745百万円 

32% 

その他の 

コスト 

118百万円 

1% 

２．行政コスト計算書 

（１）行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、会計期間中の費用と収益という発生主義の観点から行政のコス

トを明らかにしています。 

費用として、１年間における行政サービス提供にかかったコストとして人件費、物件

費等の業務費用、負担金や住民に対する福祉・社会保障に関連する給付額といった移転

費用、また災害復旧等に要した臨時損失があります。 

収益として、行政サービスの提供の対価として得られる使用料・手数料の収入等の経

常収益、資産売却等の臨時利益があります。 

費用から収益を差し引いた純行政コストが、行政サービス提供の直接的な対価で賄い

きれなかったコストであり、税収や国県からの補助金などにより賄われることとなりま

す。 

 

 平成２８年度行政コスト計算書の概要 

  【経常行政コスト】８６億９千万円 

【経常収益（行政サービス収入）】６億５千１百万円 

差引の純経常行政コストは８０億３千９百万円となりました。 

人件費が 21％，物件費等が 46％と経常的な行政活動によるコストである経常費用の

うち7割近くを占めています。業務費用は5,944百万円となりました。また、他団体等

への負担金や福祉・社会保障給付である移転費用は2,745百万円となりました。それに

対し受益者が負担する使用料及び手数料を含む経常収益が651百万円となった結果、純

経常行政コストは8,039百万円となりました。また、災害復旧事業による臨時損失の計

上、固定資産の売却等による臨時利益の計上があり、最終的な純行政コストは8,062百

万円となりました。 
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（２）行政コスト計算書を活用した財務分析 

 

★受益者負担の割合  ７．５％ 

…行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サー

ビスに係る受益者負担の金額ですので、これを経常費用と比較す

ることにより、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受

益者負担の水準はどうなっているか）」など行政サービスの提供

に対する受益者負担の割合を算出することができます。減価償却

費は現金支出を伴う費用ではありませんが、将来の建て替えの費

用としてとらえると、将来の更新費用が多額となることが予測さ

れます。 

 

              

★町民一人当たりの行政コスト計算書 

（単位：千円） 

１．人件費                １０２ 

２．物件費等               ２１９ 

うち減価償却費             ８０ 

３．移転費用（補助金や社会保障給付など） １５１                

４．その他のコスト              ６ 

経常行政コスト              ４７８ 

 

経常収益                  ３６ 

 

（差引）純経常行政コスト         ４４２ 

（平成2９年１月１日現在の住民基本台帳人口：１８，１６５人） 

 

 

 

経常収益 

経常費用 
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３．純資産変動計算書 

（１）純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書とは、会計期間中の純資産の変動を明らかにするものです。行政コ

スト計算書から算出された当年度の純行政コストが当年度の財源（税収等、国県等補助

金）によって賄われているかどうかを表しています。 

純資産変動計算書のうち、固定資産等形成分とは、過去において形成された固定資産

の基準日時点の残高と流動資産における短期貸付金・基金等の残高で構成されます。ま

た余剰分（不足分）とは、地方公共団体が費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）を

表し、流動資産から将来現金支出が見込まれる負債を控除した額で構成されます。すな

わち、基準日時点における将来の金銭余剰額（必要額）を表します。負債は全て余剰分

（不足分）に含めるため、通常この残高はマイナスとなります。連結会計における他団

体出資等分とは、純資産に対して当該地方公共団体以外が行っている出資等の割合を乗

じた額として、純資産のうち他団体の持分を表しています。 

 

 平成２８年度純資産変動計算書の概要 

  【財源】＝（税収等＋国県等補助金） ７６億７千３百万円 

【本年度純資産変動額】       ▲４億１千５百万円 

  当年度の行政サービス提供に伴うコストとして純行政コスト8,062百万円を賄う財源

として税収等及び国・県等補助金が7,673百万円であり、資産の評価替や寄付等に伴う

差額を含めて、純資産変動額は▲415百万円と減少する結果となりました。 

 

（２）純資産変動計算書を活用した財務分析 

 

★行政コスト対税収比率 １０４．８％ 

…当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行 

政コストに費消されたのかを把握することができます。この比率

が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに

100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを

表します。 

 

 

 

純経常行政コスト 

財源等 

（税収等＋国県等補助金） 
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４．資金収支計算書 

（１）資金収支計算書とは 

資金収支計算書とは地方公共団体の資金収支の状態を明らかにすることを目的として

作成し、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の3つの区分から構成されます。 

業務活動収支は地方公共団体の行政サービス活動に伴う収入・支出を表したものとい

え、業務収入・支出、臨時収入・支出に大別されます。投資活動収支は公共施設整備や

基金等の資産形成への支出とその財源となった収入で地方債以外の国庫支出金等や基金

の取り崩し等が含まれます。財務活動収支は地方債の元本償還分の支出と地方債の発行

収入等が含まれ、業務活動収支と投資活動収支により余剰又は不足する資金がどのよう

に使われたか又は賄われたかを表します。 

 

 平成２８年度資金収支計算書の概要 

  【業務活動収支】  ４億  ３百万円の増 

【投資活動収支】 ▲６億２千９百万円の減 

  【財務活動収支】  １億  １百万円の増 

  資金収支のトータルとして▲１億２千５百万円となり，当年度末資金残高は５億７千

２百万円となりました。業務活動収支の範囲を超えて投資活動を行っていることとなり、

地方債の発行と繰越財源により不足分を充当したといえます。 

 

（２）資金収支計算書を活用した財務分析 

 

★基礎的財政収支（プライマリーバランス） ▲１５７，６９０千円 

…地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除

いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均衡して

いる場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模

に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営である

といえます。当町の場合、一般会計等においては業務活動収支の

範囲を超えて投資活動が行われているため、基礎的財政収支はマ

イナスの結果となっていますが，全体会計・連結会計においては

改善し、プラスとなります。公共資産投資の大部分は公債財源で

賄われるため、一時的に基礎的財政収支がマイナスとなることも

あります。住民に対するサービス提供能力を有し将来世代に対し

て便益を提供する社会資本への必要な投資は、公債に過度に依存

しすぎない状況であり、基礎的財政収支が中長期的にみて均衡す

る状況であれば問題がないと考えられます。 

業務活動収支 

＋支払利息支出 

＋投資活動収支 
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★債務償還可能年数 １４．４２年 

…資金収支計算書の黒字分を全て実質債務（地方債残高等から充

当可能基金等を控除した実質的な債務）に充当した場合に、何年

で償還できるかを表す指標で、年数が短いほど債務償還能力が高

いといえます。 

 

 

将来負担額 

－充当可能基金残高 

業務収入 

＋減収補てん債特例分発行額 

＋臨時財政対策債発行可能額 

－業務支出 



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 41,671,099 ※ 固定負債 14,587,277

有形固定資産 39,222,006 地方債等 10,243,789
事業用資産 16,285,593 ※ 長期未払金 0

土地 4,734,490 退職手当引当金 3,745,408
立木竹 156,382 損失補償等引当金 1,549
建物 28,420,972 その他 596,531
建物減価償却累計額 △ 17,650,905 流動負債 1,278,340
工作物 1,957,813 1年内償還予定地方債等 979,348
工作物減価償却累計額 △ 1,413,152 未払金 125,527
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 4
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 139,564
航空機 0 預り金 33,897
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 15,865,617
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 79,994 固定資産等形成分 43,365,944

インフラ資産 22,398,872 ※ 余剰分（不足分） △ 14,301,747
土地 641,159
建物 181,712
建物減価償却累計額 △ 96,420
工作物 42,219,551
工作物減価償却累計額 △ 20,612,447
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 65,316

物品 2,979,068
物品減価償却累計額 △ 2,441,527

無形固定資産 958
ソフトウェア 958
その他 0

投資その他の資産 2,448,135 ※

投資及び出資金 103,229
有価証券 5,000
出資金 96,057
その他 2,172

投資損失引当金 △ 16,339
長期延滞債権 188,120
長期貸付金 23,672
基金 2,175,866

減債基金 1,282,266
その他 893,600

その他 0
徴収不能引当金 △ 26,412

流動資産 3,258,715
現金預金 1,391,685
未収金 161,114
短期貸付金 7,692
基金 1,687,153

財政調整基金 1,687,153
減債基金 0

棚卸資産 23,477
その他 0
徴収不能引当金 △ 12,406

繰延資産 0 29,064,197
44,929,814 44,929,814

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

－15－



（単位：千円）

経常費用 13,704,767
業務費用 6,607,749

人件費 2,035,021
職員給与費 1,844,209
賞与等引当金繰入額 139,564
退職手当引当金繰入額 △ 233,547
その他 284,795

物件費等 4,368,732
物件費 2,339,406
維持補修費 404,506
減価償却費 1,609,498
その他 15,322

その他の業務費用 203,996
支払利息 92,546
徴収不能引当金繰入額 25,978
その他 85,472

移転費用 7,097,018
補助金等 6,080,326
社会保障給付 1,011,074
他会計への繰出金 0
その他 5,618

経常収益 1,116,326
使用料及び手数料 906,260
その他 210,066

純経常行政コスト △ 12,588,440 ※

臨時損失 27,696 ※

災害復旧事業費 23,869
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 1,775
損失補償等引当金繰入額 1,549
その他 502

臨時利益 13,104 ※

資産売却益 4,675
その他 8,430

純行政コスト △ 12,603,033 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額

－16－



（単位：千円）

前年度末純資産残高 29,331,385 43,697,664 △ 14,366,279

純行政コスト（△） △ 12,603,033 △ 12,603,033

財源 12,361,711 12,361,711

税収等 8,900,431 8,900,431

国県等補助金 3,461,280 3,461,280

本年度差額 △ 241,322 △ 241,322

固定資産等の変動（内部変動） △ 292,789 ※ 292,789 ※

有形固定資産等の増加 1,150,788 △ 1,150,788

有形固定資産等の減少 △ 1,614,680 1,614,680

貸付金・基金等の増加 364,627 △ 364,627

貸付金・基金等の減少 △ 193,525 193,525

資産評価差額 △ 38,035 △ 38,035

無償所管換等 12,168 12,168

その他 0 △ 13,064 13,064

本年度純資産変動額 △ 267,189 △ 331,720 64,531

本年度末純資産残高 29,064,197 ※ 43,365,944 △ 14,301,747 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

－17－



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 12,243,083 ※

業務費用支出 5,146,066
人件費支出 2,272,123
物件費等支出 2,704,940
支払利息支出 92,546
その他の支出 76,457

移転費用支出 7,097,018
補助金等支出 6,080,326
社会保障給付支出 1,011,074
他会計への繰出支出 0
その他の支出 5,618

業務収入 12,978,398
税収等収入 8,937,683
国県等補助金収入 2,934,770
使用料及び手数料収入 900,011
その他の収入 205,934

臨時支出 24,012
災害復旧事業費支出 23,869
その他の支出 143

臨時収入 8,430
業務活動収支 719,731 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 1,472,764

公共施設等整備費支出 1,144,208
基金積立金支出 317,756
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 10,800
その他の支出 0

投資活動収入 743,833
国県等補助金収入 538,939
基金取崩収入 165,750
貸付金元金回収収入 17,140
資産売却収入 4,768
その他の収入 17,236

投資活動収支 △ 728,931
【財務活動収支】

財務活動支出 958,879 ※

地方債償還支出 957,780
その他の支出 1,098

財務活動収入 1,030,266
地方債発行収入 1,030,266
その他の収入 0

財務活動収支 71,387
62,188 ※

1,295,611
1,357,799

前年度末歳計外現金残高 25,210
本年度歳計外現金増減額 8,676
本年度末歳計外現金残高 33,886
本年度末現金預金残高 1,391,685

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

－18－



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 41,842,304 ※ 固定負債 14,713,480

有形固定資産 39,334,667 地方債等 10,243,789
事業用資産 16,395,137 ※ 長期未払金 0

土地 4,753,078 退職手当引当金 3,778,795
立木竹 156,382 損失補償等引当金 1,549
建物 28,616,669 その他 689,347
建物減価償却累計額 △ 17,755,645 流動負債 1,387,617 ※

工作物 1,957,813 1年内償還予定地方債等 1,027,659
工作物減価償却累計額 △ 1,413,152 未払金 135,700
船舶 0 未払費用 31,170
船舶減価償却累計額 0 前受金 4
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 141,030
航空機 0 預り金 50,424
航空機減価償却累計額 0 その他 1,631
その他 0 16,101,097
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 79,994 固定資産等形成分 43,663,233

インフラ資産 22,398,872 ※ 余剰分（不足分） △ 14,225,506
土地 641,159 他団体出資等分 1,624
建物 181,712
建物減価償却累計額 △ 96,420
工作物 42,219,551
工作物減価償却累計額 △ 20,612,447
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 65,316

物品 2,987,199
物品減価償却累計額 △ 2,446,542

無形固定資産 968
ソフトウェア 958
その他 10

投資その他の資産 2,506,669 ※

投資及び出資金 80,775 ※

有価証券 5,000
出資金 73,597
その他 2,177

長期延滞債権 188,701
長期貸付金 23,672
基金 2,239,398 ※

減債基金 1,282,266
その他 957,131

その他 651
徴収不能引当金 △ 26,527

流動資産 3,698,143
現金預金 1,643,218
未収金 166,505
短期貸付金 7,692
基金 1,813,237

財政調整基金 1,813,237
減債基金 0

棚卸資産 30,998
その他 48,934
徴収不能引当金 △ 12,441

繰延資産 0 29,439,350 ※

45,540,447 45,540,447

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

－19－



（単位：千円）

経常費用 16,460,348 ※

業務費用 7,015,328 ※

人件費 2,233,203
職員給与費 2,008,193
賞与等引当金繰入額 141,030
退職手当引当金繰入額 △ 231,964
その他 315,944

物件費等 4,512,181 ※

物件費 2,338,468
維持補修費 416,423
減価償却費 1,612,454
その他 144,837

その他の業務費用 269,945
支払利息 92,546
徴収不能引当金繰入額 26,061
その他 151,338

移転費用 9,445,020
補助金等 8,379,960
社会保障給付 1,011,074
他会計への繰出金 0
その他 53,986

経常収益 1,474,646 ※

使用料及び手数料 910,397
その他 564,250

純経常行政コスト △ 14,985,702
臨時損失 25,934

災害復旧事業費 23,869
資産除売却損 0
損失補償等引当金繰入額 1,549
その他 516

臨時利益 13,121
資産売却益 4,675
その他 8,446

純行政コスト △ 14,998,515

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 29,709,954 44,008,149 △ 14,300,287 2,092

純行政コスト（△） △ 14,998,515 △ 14,998,047 △ 468

財源 14,758,388 14,758,388 0

税収等 10,060,166 10,060,166 0

国県等補助金 4,698,222 4,698,222 0

本年度差額 △ 240,127 △ 239,659 △ 468

固定資産等の変動（内部変動） △ 307,674 307,674

有形固定資産等の増加 1,151,166 △ 1,151,166

有形固定資産等の減少 △ 1,617,643 1,617,643

貸付金・基金等の増加 371,291 △ 371,291

貸付金・基金等の減少 △ 212,488 212,488

資産評価差額 △ 38,035 △ 38,035

無償所管換等 12,168 12,168

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 △ 4,610 ※ △ 11,375 6,766

本年度純資産変動額 △ 270,604 ※ △ 344,916 74,781 △ 468

本年度末純資産残高 29,439,350 ※ 43,663,233 △ 14,225,506 1,624

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

－21－



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 14,999,066 ※

業務費用支出 5,554,535
人件費支出 2,473,595
物件費等支出 2,850,139
支払利息支出 92,546
その他の支出 138,255

移転費用支出 9,444,532
補助金等支出 8,379,960
社会保障給付支出 1,011,074
他会計への繰出支出 0
その他の支出 53,498

業務収入 15,733,098 ※

税収等収入 10,097,418
国県等補助金収入 4,171,712
使用料及び手数料収入 904,147
その他の収入 559,820

臨時支出 24,012
災害復旧事業費支出 23,869
その他の支出 143

臨時収入 8,430
業務活動収支 718,449 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 1,478,030

公共施設等整備費支出 1,144,586
基金積立金支出 322,644
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 10,800
その他の支出 0

投資活動収入 772,427 ※

国県等補助金収入 538,939
基金取崩収入 184,714
貸付金元金回収収入 17,140
資産売却収入 4,768
その他の収入 26,867

投資活動収支 △ 705,603
【財務活動収支】

財務活動支出 958,879 ※

地方債等償還支出 957,780
その他の支出 1,098

財務活動収入 1,030,266
地方債等発行収入 1,030,266
その他の収入 0

財務活動収支 71,387
84,233

1,525,098
1,609,331

前年度末歳計外現金残高 25,210
本年度歳計外現金増減額 8,676
本年度末歳計外現金残高 33,887 ※

本年度末現金預金残高 1,643,218

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

－22－
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５．全体財務書類及び連結財務書類を活用した財務分析 

分 析 指 標 全体会計 連結会計 

【貸借対照表】 

純資産比率 ６４．７％ ６４．６％ 

将来世代負担比率 ２９．０％ ２９．１％ 

有形固定資産減価償却率 ５５．７％ ５５．７％ 

歳入額対資産比率 ２．８０年 ２．３９年 

町民一人当たりの貸借対照表 

資産 

負債 

純資産 

 

２，４７３千円 

８７３千円 

１，６００千円 

 

２，５０７千円 

８８６千円 

１，６２１千円 

【行政コスト計算書】 

受益者負担の割合 ８．１％ ９．０％ 

町民一人当たりの行政コスト計算書 

人件費 

物件費 

 うち減価償却費 

移転費用 

その他のコスト 

経常行政コスト 

経常収益 

（差引）純経常行政コスト 

 

１１２千円 

２４１千円 

８９千円 

３９１千円 

１１千円 

７５４千円 

６１千円 

６９３千円 

 

１２３千円 

２４８千円 

８９千円 

５２０千円 

１５千円 

９０６千円 

８１千円 

８２５千円 

【純資産変動計算書】 

行政コスト対税収比率 １０１．８％ １０１．５％ 

【資金収支計算書】 

基礎的財政収支（プライマリーバランス） ８３，３４６千円 １０５，３９１千円 

債務償還可能年数 － － 
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注記 

I. 重要な会計方針（一般会計等） 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

もの、及び昭和５９年度以前に取得したものは原則として再調達原価としています。た

だし、道路、河川、及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものについては備忘価格

１円としています。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としています。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって貸借対照表価額としています。 

  ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしています。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に

該当するものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）  

 定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により計上しています。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対
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象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③退職手当引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された額の総額を控除した額を加算して計上しています。 

④損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算

定方法に従って算定した額を計上しています。 

  ⑤投資損失引当金 

   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上して

います。 

 

5. リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

を行っています。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常

の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）は、

通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。 

  このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の

受払いも含んでいます。 

 

7. その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

   税込方式によっています。 
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② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の

場合に資産として計上しています。 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円未満であるとき、又は

固定資産の取得価額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕費とし

て処理しています。  

 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計処理の原則または手続の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較可

能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調達価

格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が不

明なものは備忘価格 1 円に訂正しています。 

 

2. 表示方法の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法

に合わせるため、大幅な表示の変更を行っています。 

 

3. 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合をは

かるため、資金の範囲に歳計外現金を追加しています。 

  この変更による資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」に与える影響は次の通り

です。 

当期末資金残高の増加 33,886,293 円 

 

 

III. 重要な後発事象 

 特に該当なし 

 

 

IV. 重要な偶発債務 

1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

金融機関からの借り入れ等に対して次のとおり保証を行っています。 
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団体名称 総額 (うち確定債務

額) 

(うち未確定債務

額) 

未確定債務額

のうち引当金

計上額 

茨城県信用保

証協会 

904,893 千円 － 千円 904,893 千円 1,549 千円 

合計 904,893 千円 － 千円 904,893 千円 1,549 千円 

 

V. 追加情報 

1. 一般会計等の対象範囲（対象とする会計） 

 一般会計 

 

2. 出納整理期間について 

地方自治法 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度

に係る出納整理期間（平成 29 年 4 月 1 日～5 月 31 日）における現金の受払い等を終

了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があり

ます。 

 

4. 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 3.8% 26.3% 

 

5. 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

利子補給に係るもの － 千円 

ＰＦＩに係るもの － 千円 

 

6. 繰越事業に係る将来の支出予定額 

継続費逓次繰越額   

（一般会計） 30 千円 

繰越明許費   

（一般会計） 68,927 千円 

事故繰越額   

（一般会計） 0 千円 
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7. 売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲  

  売却可能資産の範囲は、普通財産のうち活用が図られていない公共資産を対象として 

います。売却可能資産の当連結会計年度末の帳簿価額は次のとおりです。 

土地 29,807 千円 

 

8. 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

      － 千円 

 

9. 基金借入金（繰替運用）の残高 

  該当なし 

 

10. 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は、地方交付税として交付するべき財源が不足した場合に、市におい

て不足額を補てんするため発行する地方債のことです。 

臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額が後年度地方交付税の基準財政需要

額に算入されます 

  貸借対照表計上の地方債当期末残高 10,058,593 千円のうち、臨時財政対策債の当期

末残高は 3,541,357 千円となっています。 

 

11. 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額 

      8,296,386 千円 

 

12. 将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

 

イ. 一般会計等に係る地方債の現在高 10,058,593 千円 

ロ. 債務負担行為に基づく支出予定額 16,161 千円 

ハ. 一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充て

るための一般会計等からの繰入見込額 

329,541 千円 

ニ. 組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額 － 千円 

ホ. 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 3,350,585 千円 

ヘ. 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 1,549 千円 

ト. 連結実質赤字額 － 千円 

チ. 組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額 － 千円 
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リ. 地方債の償還額等に充当可能な基金 3,800,321 千円 

ヌ. 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入 254,346 千円 

ル. 地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に

算入されることが見込まれる額 

8,296,386 千円 

 

13. 地方自治法234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金

額 

             5,492 千円 

 

14. 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分には本市が調達した資源を充当して形

成した資産残高（減価償却累計額控除後）であり、余剰分（不足分）は、純資産の金額

から固定資産等形成分を控除した金額を計上しており、残高が整数であれば余剰分とし

て費消可能な資源の蓄積を意味します。 

本市の場合、残高が負数となっていることから、余剰ではなく不足していることを意

味します。 

 

① 固定資産等形成分は、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加

えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分）は、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を

計上しています。 

 

15. 基礎的財政収支 

業務活動収支 403,155 千円 

支払利息支出 68,515 千円 

投資活動収支 ▲629,359 千円 

基礎的財政収支 ▲157,689 千円 

 

16. 既存の決算情報との関連性 

 地方自治法第 233 条の規定に基づく決算情報との関連性 

 ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識していま

す。 

 

 

 



- 30 - 

 

17. 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 

資金収支計算書の業務活動収支 403,155 千円 

千円  減価償却費 ▲1,461,884 

 減損損失 － 千円 

 徴収不能引当金の増減額 ▲642 千円 

 退職手当引当金の増減額 191,674 千円 

 賞与引当金の増減額 ▲3,537 千円 

 未収金の増減額 ▲6,239 千円 

 固定資産除売却損益  4,675 千円 

 資本的国県等補助金等 487,318 千円 

 未払費用の増減額  － 千円 

 その他の資産・負債の増減額 ▲3,684 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 ▲389,164 千円 

 

18. 一時借入金に関する情報 

資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれておりません。 

一時借入金の限度額は 700,000 千円、一時借入金の利子の金額は 429千円です。 

 

19. 重要な非資金取引 

減価償却費 1,461,884 千円 

賞与引当金 122,760 千円 

退職手当引当金 3,301,599 千円 

徴収不能引当金 17,295 千円 
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I. 重要な会計方針（全体会計） 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

もの、及び昭和５９年度以前に取得したものは原則として再調達原価としています。た

だし、道路、河川、及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものについては備忘価格

１円としています。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としています。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としています。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としています。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしています。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に

該当するものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）  

 定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により計上しています。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対

象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③退職給付引当金 



- 32 - 

 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された額の総額を控除した額を加算して計上しています。 

④損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算

定方法に従って算定した額を計上しています。  

  ⑤投資損失引当金 

   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上して

います。 

 

5. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています。 

 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）は、

通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範

囲としています。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含んでいます。 

 

7. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっています。ただし、水道事業会計は税抜方式によっています。 

 

 



- 33 - 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

   総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較

可能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調達

価格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が

不明なものは備忘価格 1円に訂正しています。 

 

2. 表示方法の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法

に合わせるため、大幅な表示の変更を行っています。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合

をはかるため、資金の範囲に歳計外現金を追加しています。 

   この変更による資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」に与える影響は次の通

りです。 

当期末資金残高の増加 33,886,293 円 

 

 

III. 重要な後発事象 

 特に該当なし 

 

 

IV. 重要な偶発債務 

1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

 金融機関からの借り入れ等に対して次のとおり保証を行っています。 

  

団体名称 総額 （うち確定債務

額） 

（うち未確定債

務額） 

未確定債務額の

うち引当金計上

額 

茨城県信用保証

協会 

 904,893 千

円 

－千円 904,893 千円 1,549 千円 

合計  904,893 千

円 

－千円 904,893 千円 1,549 千円 
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V. 追加情報 

1. 出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31日）ですが、出納整理期間中の現金の

受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法 

235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31日をもって閉鎖する」） 

  なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

2. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が

あります。 

 

3. 売却可能資産 

  売却可能資産の範囲は、普通財産のうち活用が図られていない公共資産を対象として

います。売却可能資産の当連結会計年度末の帳簿価額は次のとおりです。 

土地  29,807千円 
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I. 重要な会計方針（連結会計） 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

もの、及び昭和５９年度以前に取得したものは原則として再調達原価としています。た

だし、道路、河川、及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものについては備忘価格

１円としています。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としています。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としています。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としています。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしています。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に

該当するものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）  

 定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により計上しています。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対

象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③退職給付引当金 
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 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された額の総額を控除した額を加算して計上しています。 

④損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算

定方法に従って算定した額を計上しています。  

 

5. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています。 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）は、

通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範

囲としています。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含んでいます。 

 

7. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっています。 

 ただし、一部連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

   総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較

可能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調達

価格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が

不明なものは備忘価格 1円に訂正しています。 
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2. 表示方法の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法

に合わせるため、大幅な表示の変更を行っています。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合

をはかるため、資金の範囲に歳計外現金を追加しています。 

  この変更による資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」に与える影響は次の通り

です。 

当期末資金残高の増加 33,886,512 円 

 

 

III. 重要な後発事象 

 特に該当なし 

 

 

IV. 重要な偶発債務 

1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

 金融機関からの借り入れ等に対して次のとおり保証を行っています。 

  

団体名称 総額 （うち確定債務

額） 

（うち未確定債

務額） 

未確定債務額の

うち引当金計上

額 

茨城県信用保証

協会 

 904,893 千

円 

－千円 904,893 千円 1,549 千円 

合計  904,893 千

円 

－千円 904,893 千円 1,549 千円 

 

 

V. 追加情報 

1. 連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みま

す）及び連結対象と判断した理由 
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会計名・団体名 連結の方法 連結対象と判断した理由 

【一部事務組合・広域連合】 

茨城県市町村総合事務組合 

比例連結 

一般会計等（2.11%） 

特別会計（3.91%） 

加入団体 

茨城県後期高齢者医療広域連合 比例連結（0.95%） 加入団体 

茨城租税債権管理機構 比例連結（0.83%） 加入団体 

茨城北農業共済組合 比例連結（9.63%） 加入団体 

【第三セクター等】 

大子町振興公社 全部連結 出資、出捐比率が 50%超 

大子おやき学校 全部連結 出資、出捐比率が 50%超 

 

2. 出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31日）ですが、出納整理期間中の現金の

受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法 

235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31日をもって閉鎖する」） 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が

あります。 

 

4. 売却可能資産 

  売却可能資産の範囲は、普通財産のうち活用が図られていない公共資産を対象として

います。売却可能資産の当連結会計年度末の帳簿価額は次のとおりです。 

土地  29,807千円 

 



総括表

行政コスト計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）

経常費用
1 固定資産 1 固定負債 業務費用
有形固定資産 地方債等 ①人件費
事業用資産 長期未払金 ②物件費等
インフラ資産 引当金 （うち、減価償却費）
物品 その他固定負債 ③その他の業務費用

無形固定資産 移転費用
投資その他の資産 2 流動負債 ①補助金等
投資及び出資金 ②社会保障給付
投資損失引当金 未払金及び未払費用 ③他会計への繰出金
長期延滞債権 前受金及び前受収益 ④その他
長期貸付金 　 賞与等引当金
基金 預り金 経常収益
徴収不能引当金 その他流動負債 ①使用料及び手数料
その他投資その他の資産 ②その他

2 流動資産
現金預金 純経常行政コスト
未収金
短期貸付金 固定資産等形成分 臨時損失
基金 余剰分(不足分)
棚卸資産 他団体出資等分 臨時利益
徴収不能引当金
その他流動資産

※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません

純資産変動計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）

1 業務活動収支
(1) 業務支出
①業務費用支出 純行政コスト（△）
（うち、支払利息支出） 財源

②移転費用支出 税収等
(2) 業務収入 国県等補助金
①税収等収入
②国県等補助金収入 本年度差額
③使用料及び手数料収入
④その他の収入 固定資産等の変動（内部変動）

(3) 臨時支出 有形固定資産等の増加
(4) 臨時収入 有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加
2 投資活動収支 貸付金・基金等の減少

(1) 投資活動支出 資産評価差額
①公共施設等整備費支出 無償所管換等
②基金積立金支出 他団体出資等分の増加
③その他 他団体出資等分の減少

(2) 投資活動収入 比例連結割合変更に伴う差額
①国県等補助金収入 その他
②基金取崩収入
③その他

3 財務活動収支
(1) 財務活動支出
①地方債等償還支出
②その他の支出

(2) 財務活動収入
①地方債等発行収入
②その他の収入

 

※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません
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